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中小企業の受発注業務は問題だ！
中小企業の受発注業務の現状 中小企業のEDIの問題点

①【Tier1】（1次請け）

• 費用負担の大きい業界VANを利用。

• 取引量が多いので業界VANを使わされている。

• 回線スピードは、遅いＩＳＤＮである、2024年1月サービス終了。

②【Tier2】（2次請け）

• ＷｅｂーＥＤＩは、ブラウザでの利用も可能であるが特定取引先ごと多画面入力が必要。

③【Tier3】（3次請け）

• システムから注文データ等を印刷してＦＡＸしている。

• 企業ごとに異なるフォーマットの注文書や納品書の作成や郵送などの手間がかかる。

• 自社システムへの手入力作業

• 受発注データは、ＣＳＶなりにダウンロードして取り込む手動操作をすることが多い。

• 企業間受発注EDIを推進したくとも社内にEDIに通じた人材がいない。

• 企業内だけでなく、社外の取引先と交渉できる人材がいない。

• 受発注業務において無駄なIT投資をしないように相談できる所が無い（RPA、AI-OCRな
どベンダーの提案を検証できない）

• EDIの要求仕様書の作成ができない。

• ＩＴ経営を推進できる人材が社内にいない。（ＩＴ経営とは、ＩＴを戦略的に使いこな
し、競争力や生産性の向上を実現し、経営力アップすること。）



中小企業の受発注業務は、IT化が進んでいな
い！（電話やFAXなどやり取りをしている）
• 日本公庫総研レポート「中小商業・
サービス業におけるIT利活用の現状と
課題」（No.2018-3、日本政策金融公
庫総合研究所）によると、中小企業
におけるITツールごとの利活用状況は、
一般オフィスシステムや電子メールが
55%前後、給与・経理業務のパッケー
ジソフトでは約40%の企業で利用され
ている一方で、「電子文書での商取引
や受発注情報管理」では18.5%と、2
割を下回る結果となりました。

• これは、大半の中小企業では、受発注
業務のIT化が進んでおらず、電話や
FAXなどの従来の方法でやり取りをし
ていることを示す結果です。



新たな仕組み『中小企業共通EDI』導入
のメリットについて

新たな仕組み！ 中小企業共通EDI導入メリット！



中小企業が中小企業共通EDIを導入する
上での課題、問題は何か？
●取引先がEDIを導入していない企業

• EDIで取引を行う為には、取引先の企業もEDIを導入していることが前提となります。

●EDIでの取引が少ない企業

• EDIでの取引が少ない企業の場合は,費用対効果が感じられないことが多いです。

●従来のEDIを利用している企業

• 2024年の1月に固定電話回線網からIP網への移行がなされるため、従来のEDIを利用している企業
では、インターネット回線を活用するWEB-EDIへの移行が必要になる

• 独自のＷＥＢーＥＤＩシステムでなら多画面問題が発生する

●人材不足のなかで、ＩＴ人材は特に不在である。

• ＩＴツールの評価が充分にできない。

• ＩＴツールの説明ができない。

• ＥＤＩ設定（マッピング）できない。

• 非効率な無駄なＩＴ投資を無くせる人材がいない。

●導入コストが問題。



中小企業の内部環境と外部環境の変化

人材不足を「企業間受発注業務改革」で乗り越えよう！



『中小企業共通EDI』導入フェーズごとの支援内容
EDI導入
フェーズ

支

援

内

容

【１．導入検討】については、Zoom気付きセミナー受講後ヒアリングシート提出いただき、当方にて導
入検討し提案いたします。
また、後ろの工程（【２．要件定義】【3．調達・導入】【４．運用・評価・改善【）については、
Zoom体験セミナー受講勧奨や見積の上、有償にて対応する。但し、原則、オンラインサポートとする。
更に、有償費用の軽減策として助成金・補助金の活用を紹介いたします。
※IT人材不在などの中小企業様に、ＩＴコーディネータが共通EDI導入・支援・育成・代行および導入コ
スト削減策を紹介いたします。



協力してほしいこと
（簡単）

• 共通ＥＤＩヒアリングシートの回答に協力願います。

（普通）

• EDI化の効果を最大化する活用方法など提案の機会をください。

• 共通ＥＤＩヒヤリングシートに回答いただける取引先紹介。

（少しわがまま）

• 『中小企業共通EDI』の模擬マッピングのための注文データのヒヤ
リングをさせてくれる時間と取引先紹介。

• EDI導入推進者向け勉強会（取引先含む）の時間の確保。

（オンラインワークショップ形式採用）


